
全国の市町村合併の状況全国の市町村合併の状況

○総務省において市町村合併の状況が、とりまとめられておりますの
で、お知らせします。

○平成１８年３月３１日には、市町村数は全国で１，８２２となる予定で、平成１１
年３月３１日（３，２３２）時点と比べて、５８１件の合併が行われることによ
り、全国で１，４１０の市町村が減少することとなります。

○なお、全国の合併状況については総務省ホームページ（合併相談コー
ナー）（http://www.soumu.go.jp/gapei/）でご覧いただけます。

〈平成１８年３月３１日の市町村数は、平成１７年３月３１日時点で各都道府県知事に合併申請済み
の状況を総務省が集計した結果〉

全国市町村数の変遷全国市町村数の変遷

　平成１７年３月３１日が適用期限であった『市町村の合併の特例に関する
法律（以下「合併特例法」という）』に代わって、平成１７年４月１日に
『市町村の合併の特例等に関する法律（以下「合併新法」という。）』
が新たに施行されました。これは、合併特例法が効力を失った以後も自
主的な市町村合併を推進するために制定されたものです。
　相模原市、津久井町及び相模湖町の１市２町は平成１７年３月３１日に神
奈川県知事へ合併の申請を行いましたので、経過措置により合併特例法
の適用を受けます。
　平成１７年４月１日以降（平成２２年３月３１日まで）に合併する市町村に
は、合併新法が適用になります。
　合併特例法と合併新法の主な違いは、次のとおりとなっています。

　地方税の不均一課税ができる特例、市町村議会の議員の定数・在任の特
例や農業委員会の委員等の特例など市町村合併にあたっての障害を除去
する規定については、合併特例法と基本的に同様の規定となっています。
※合併市町村基本計画…合併特例法では市町村建設計画という名称でした。

合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発展を
図るための基本的な計画です。

合併特例法と合併新法の違いは？合併特例法と合併新法の違いは？

 相模原市・藤野町合併協議会委員等名簿 � （平成１７年５月１５日現在）
【協議会委員】

備　　　考氏名区　　分
相模原市長小 川 勇 夫会　　長
藤野町長倉 田 知 昭副 会 長
相模原市議会議長由 比 昭 男

相模原市

委　員

相模原市議会合併問題特別委員会委員長山 岸 一 雄
相模原市議会合併問題特別委員会副委員長小 林 一 郎
相模原市議会合併問題特別委員会委員久保田義則
相模原市自治会連合会会長三 橋   豊
相模原市社会福祉協議会会長小 磯 義 範
特定非営利活動法人男女共同参画さがみはら副代表理事石井トシ子
相模原商工会議所会頭河 本 洋 次
相模原青年会議所理事長井 口　 学
相模原市農業協同組合専務理事根 岸　 清
元相模原・津久井地域合併協議会（任意協議会）まちづくりの将来ビジョン検討委員会委員長矢 越 孝 裕
藤野町議会議長小 山 秀 文

藤野町

藤野町議会副議長中 道 重 幸
藤野町議会１市４町合併特別委員会委員長加 藤 久 雄
藤野町議会１市４町合併特別委員会副委員長倉 田 義 和
藤野町商工会会長佐々木道他
藤野町観光協会会長船 橋 英 明
藤野町行政委員代表者会議座長末 永 義 �

藤野町社会福祉協議会会長中 村 和 裕
藤野町社会福祉協議会副会長相 澤 由 美
元藤野町市町村合併推進協議会藤野町合併まちづくり検討委員会委員長佐々木宣彰
元津久井青年会議所理事長山 � 泰 文
相模原津久井地域連合事務局長森   繁 之１市１町共通
神奈川県広域行政担当部長田 中 克 己

神奈川県
神奈川県津久井地域県政総合センター所長小 林   弘

【アドバイザー】
東海大学政治経済学部教授吉 田 民 雄

アドバイザー
一橋大学大学院法学研究科教授辻   琢 也
横浜国立大学大学院工学研究院助教授高見沢   実
明治大学政治経済学部助教授牛山久仁彦

【監　　事】
藤野町代表監査委員小 澤   優

監　　　事
藤野町監査委員鈴 木   實

相模原・津久井地域合併協議会相模原・津久井地域合併協議会
５５月月１６１６日合併協議が始まる日合併協議が始まる

　相模原市、城山町、津久井町及び相模湖町の１市３町は、本年４月
１日付けで、法律に基づく合併協議会を設置し、第１回協議会を５月
１６日（月）に開催することになりました。当日は、平成１７年度事業計
画、予算、合併協定項目、合併の方式、事務事業一元化の基本方針な
どについて、協議されることになっています。（詳しくは、４面の会
議開催のお知らせをご覧ください。）
　また、これにより、平成１６年４月１日付けで設置した任意の合併協
議会は、本年３月３１日をもって解散しました。

金　額項款歳　

入
１７，０００１　負担金　　　１　負担金　　　
１７，０００歳 入 合 計

金　額項款
歳　

出

１３，５０５１　事業推進費　１　事業費　　　
 ２，７７７１　事務局費　　２　総務費　　　
　 ７１８１　予備費　　　３　予備費　　　
１７，０００歳　出 合 計

相模原市・津久井町・相模湖町合併協議会相模原市・津久井町・相模湖町合併協議会
神奈川県知事へ要望書提出神奈川県知事へ要望書提出

　小川相模原市長、天野津久井町長、溝口相模湖町長は、４月１８日
（月）に神奈川県知事を訪れ、合併に伴う電算システムの統合や事務事
業の一元化に要する経費などに対する財政支援の要望を行いました。ま
た、神奈川県が津久井町、相模湖町で行っている事務が、中核市である
相模原市に移管されることから、円滑な移管に向けた人的な支援の要望
も行いました。

【要望内容】
・合併準備に対する財政措置
・新市のまちづくり推進のための事業に対する財政措置
・事務事業の一元化に要する経費に対する財政措置
・中核市事務等の移管に伴う経費に対する財政措置、人的支援
・住民サービスに要する県施設等の無償による借用
・津久井広域道路等の早期整備

事事業計画及び予算について業計画及び予算について
　相模原市・津久井町・相模湖町合併協議会の平成１７年度の事業計画及
び予算は次のようになっています。
【事業計画】
１　会議の開催　相模原市、津久井町及び相模湖町の合併に関する協議

等を行うため、合併協議会の会議を開催する。
２　合併準備の推進　合併時までに調整するとした事項や合併関連準備

事務の推進状況を確認し、円滑な新市への移行を図る。
３　広報の実施　合併協議会だよりの発行及びホームページの開設等に

よる情報提供、意見の募集を行う。
４　その他必要な事業　国や県との調整のほか、必要な事業を適宜実施する。
【予算】 ����������������������� （単位：千円）

合併新法合併特例法項目

平成１７年４月１日から平成２２
年３月３１日までに合併した市
町村。ただし、合併特例法の
対象を除く。

平成１７年３月３１日までに合
併した市町村。ただし、平
成１７年３月３１日までに都道
府県知事に合併申請し、平
成１８年３月３１日までに合併
した市町村も対象。

適用期間・適用対
象

合併協議会で※「合併市町村
基本計画」を作成します。

合併協議会で「市町村建設
計画」を作成します。

新市町村のマスタ
ープランの作成

合併する年度により、現行の
特例措置（合併前の市町村が
存続するものとして算定）の
期間が短縮されます。

特例期間の後５年間は激変緩
和措置があります。

合併した年度及びこれに続
く１０年度は合併前の市町村
が存続するものとして算定
されます。その後５年間は
激変緩和措置があります。

合併算定替
　● 合併後の一定期間、合併前
の市町村が存在するものとみ
なして計算した普通交付税の
合計額を措置する制度。

地方交付税の額の
算定にあたっての
特例（合併算定
替）

合併特例債は廃止。

合併した年度及びこれに続
く１０年度に限り、借入れるこ
とのできる地方債。対象事業
費の約９５％に合併特例債を
充てることができ、更に返還
するときに７０％が基準財政
需要額に算入され、普通交付
税として措置がされます。

合併特例債
　● 合併市町村のまち
づくりに必要な事業
や地域振興のための
財源として借り入れ
ることができる地方
債のこと。

特例期間合併年度

合併年度及び
続く９年度１７・１８年度

合併年度及び
続く７年度１９・２０年度

合併年度及び
続く５年度２１年度
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